家族にとっての労働法制のあり方 : 介護と育児介護休業法の検討を中心に by 長谷川 淳子 & Junko Hasegawa
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近年, ワーク・ライフ・バランス (仕事と生活の調和) は, 労働法の重
要課題の一つとなっており, その中の一つが, 介護と仕事とのバランスで
ある｡ 介護の対象は高齢者に限られないが, 少子高齢化の進む現代のわが
国において, 顕著な問題となっているのが高齢者介護である (以下, 特に
断らない限り, ｢介護｣ とは ｢高齢者介護｣ を指す｡)｡ 労働者の高齢の家






るが, それが功を奏したとしても, 当面は, 続くであろう｡
こうした事態の改善のために, 労働法に関しても議論を深める必要があ
る｡ しかし, ただ介護休業等の制度を充実させればよいというものでもな
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第２ 問題の所在







ないケースが多く存在する｡ 介護と仕事のバランスの問題は, 長寿化, 高
齢化によって要介護者が増える一方, 家族の変化によって, 労働者が家族






当たって, 抑えておく必要があるので, 以下, 簡単に説明する｡
① 要介護量の増加






それに伴い, 高齢の要介護者も増加している｡ 2013年３月末時点で, 介
論
説
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命保険文化センター ｢生活保障に関する調査｣ によると, ３年以上介護を
する者が47.4％, １～３年未満が30％である｡ これは, 医学の進歩によっ
て, 要介護状態になってから死亡するまでの期間が伸びているからである｡
また, 最近の特徴は, 認知症高齢者の増加である｡ 厚生労働省 (以下
｢厚労省｣ という｡) が発表したところによると, 日常生活自立度Ⅱ以上の
高齢者数は2002年 (平成14年) で146万人であったが, 2010年 (平成22年)
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(３) 厚労省 平成25年度介護保険事業状況報告｡
(４) 要介護度とは, 厚生労働省令 (要介護認定等に係る介護認定審査会に
よる審査及び判定の基準等に関する省令 (平成十一年四月三十日厚生省令
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表１ 家族介護者の内訳 (単位％)
1995年 厚労省 国民生活基礎調査 ｢寝たきり者の介護者｣
要介護者 子の配偶者 配偶者 子 男性 女性
男女 29.5％ 28.3％ 17.8％ 16％ 84％
2013年 厚労省 国民生活基礎調査
要介護者 配偶者 息子 嫁 娘
男 性 71.2 9.8 8.8 8.5
女 性 21.9 21.4 24.9 27.2
1968年 全国社会福祉協議会 ｢在宅寝たきり実態老人調査｣
要介護者 配偶者 嫁 娘
男 性 50.1％ 34.4％ 8.7％
































以前の主な介護者は, 妻と嫁, つまり要介護者の息子 (主に長男) の妻
であった｡ しかし, 嫁が介護者であるケースが減っていることは, 表１の
とおりである｡ その理由としては, ｢親と子夫婦の不同居の増加 (表２を
参照)｣ ｢40代, 50代の独身者の増加
(７)
｣ そして, 少子化, 嫁役割に対する
意識の変化があると思われる｡ 合計特殊出生率は, 1950年から1960年の10
年間に２％に急減した｡ 現在の40代, 50代の多くは, 姉妹しかいない人
が珍しくない｡ 男の子が独身である場合も合わせて, 嫁のいない高齢者が
増えた｡ また, ｢平成24年度団塊の世代の意識に関する調査｣ (内閣府)
によると, ｢要介護となった場合に希望する介護者｣ を ｢子どもの配偶者｣
と答えた者は0.4％しかいない｡ ｢子どもの配偶者｣ と性に中立な表現になっ
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(７) 40～59歳の未婚率は約15.8％, 離婚率は7.2％である (平成22年国勢
調査)｡












る離職 (以下 ｢介護離職｣ という｡), ②介護と仕事の二重負担である｡ 以
下, これらについて具体的に指摘する｡
① 介護離職
2012年 (平成24年) 度就業構造基本調査結果 (総務省統計局) による
と, 2007年10月～2012年９月に介護, 看護のため前職を離職した者は,
48万7000人に上っている｡ 離職者の38.8％ (22.1万人) は50代で, 続いて
多い順に60代23.4％, 40代16.5％, 30代10.1％である｡ また, 離職者の８
割が女性である｡ 一方, 介護をしている雇用者 (転職者を含む) は, 239













この報告書 (以下 ｢21世紀職業財団報告書｣ という｡) によると, 介護
期間中に仕事を辞めた経験がある者への ｢働き続けたかったか｣ という問
いに対して, ｢そう思う｣ 29.4％, ｢どちらかというとそう思う｣ 39.2％と
いう回答結果となっている｡ また, 介護を行う労働者 (離職者を含む) が
｢介護を行う中で困った点や直面した課題｣ についてのアンケートに対し
ては, 在職者の17.8％が, 困った点や直面した課題は ｢ない｣ と回答して












Ⅰは, 離職者在職者共に, 最も回答の多い項目であり, 介護の特徴と言
えるだろう｡ ただ, 離職者の方が多いことを考えると, 介護 (要介護) 状
況に合わせた働き方ができないため離職する者が多数いると思われる｡ Ⅱ
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が多いのではないか｡ また, 前者の場合, ニーズに対応した介護保険サー




















離職を防ぐ (または再就職を促す) ことがわかるが, そうであっても, 介
護制度がフォローできない範囲があれば, それを補う家族介護が必要とな
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(11) 池田心豪 ｢介護期の退職と介護休業｣ 日本労働研究雑誌№597 (2010
年４月) 99, 100頁｡
いない現実もあるだろう｡
残るアとエであるが, アについては, ＪＩＬＰＴ調査で, 約８割が ｢連




















Ａの回答者は２名いる｡ 一人は, 父母の介護をする独身者である｡ 姉が
二人いるが, 既婚で, 長姉は遠方に在住, 次姉は義父母を介護している
(ただ, 長姉は介護費用を負担し, 次姉は介護サービスに関する情報を提
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(12) 池田心豪 (前掲書11) 99頁｡
(13) (独)労働政策研究・研修機構 資料シリーズ№118 ｢男性の育児・介
護と働き方―今後の研究のための論点整理―｣ 平成25年５月｡
仕事が急に ｢むなしく｣ なり, 介護を選択して, 退職している｡ もう一人
は, 妻の介護者である｡ 既婚の娘には, 当初は, ｢自分がみるから心配す
るな｣ と言い, 一人で介護していたが, 途中から娘が頻繁に来るようになっ
ている｡ 介護との両立を図る目的で退職し, いったん, 嘱託職員になり,
その後, 要介護者がまったく動けなくなることが見込まれたため, 介護を
選択して, 再度退職した｡






るのではないだろうか｡ また, それまでの長い仕事人生において, 家族生
活とのバランスを取りつつ働いた経験がないこと, それによって, 介護を
一人で抱え込んでしまいがちなことも伺えるケースである｡
一方, Ｂは, 介護休業取得による実質的な解雇を伺わせる｡ マタハラや
育休切りなどという問題があることを考えると, 介護をしている労働者を
排除しようとする職場があることは想像に難くない｡
以上, 背景事情を別にして, 介護離職の原因として, 次のとおりまとめ
ることができる｡
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(他に家族がいない, 介護を特定の人 (主に女性) の役割と考
えている, など)
② 介護と仕事の二重負担

















しているケース｣ を挙げている｡ 深夜介護はその典型だという｡ 仕事から
帰った後, 介護と家事などで時間を要すると, 睡眠時間を削るしかないと
いうことになるが, 介護は体力も要する労働であり, 少ない睡眠時間では,
疲労が取れない｡ 池田氏は, ｢こうしたことが続くうちに, 体調が悪化｣
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ならない｣ が在職者の25％ (離職者28.2％), ｢勤務時間や勤務日数を減ら
さなければならない｣ が在職者の16％ (離職者21.1％) もいる｡ ｢休暇が
取れる｣ ｢勤務時間や勤務日数を減らせる｣ のではなく, 困った点, 課題
となっているのである｡ その理由の一つは, 減収である｡ 同アンケートで
｢働き方を変えることで収入が減少する｣ の項目が在職者の19.8％ (離職
者29.3％) いる｡ 労働時間の減少による減収だけでなく, 降格, 低評価に
伴う場合もあるであろう｡ 21世紀職業財団報告書では, 具体的な事例や
意見として ｢休業取得に当たって特に気になったのは昇給につながる評価｣
との回答がある｡ また, ｢同僚に負担や迷惑をかけてしまう点, 仕事が中
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準が育児介護休業法で定められている｡ つまり, 同法により, 就業規則等
になくても, 次の様な一定の休業等が労働者の権利として取得できる｡
｢介護休業｣ (２条２号, 15条) 要介護者 (２週間以上の常時介護を
必要とする者 (２条３号, 育介休規則１条) １人につき, 要介護
状態に至るごとに１回, 通算93日限度｡
｢介護休暇｣ (16条の５) 要介護者１人の場合, １年間に通算５日限
度｡ 要介護者２人以上の場合, １年間に通算10日限度｡
｢短時間勤務｣ (23条３項) 連続する93日間以上の所定労働時間の短
縮 (又は ｢フレックスタイム｣ ｢始業・終業時刻の繰上げ・繰下
げ｣ ｢介護サービス費の助成その他これに準ずる措置｣ のいずれ
かの制度の設置)
ところが, これらの利用者は非常に少ない｡ 2012年 (平成24年) 度就
業構造基本調査結果 (総務省統計局) によると, 介護をしている雇用者
(転職者を含む) 239万9000人中, 介護休業７万6000人, 介護休暇５万5000
人, 短時間勤務５万6000人である｡
介護休業終了後については, 厚労省 ｢雇用均等基本調査｣ (平成20年
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(16) ｢育児や介護と仕事の両立に関する調査｣ 過去10年間に２週間以上の
家族介護をしたことのある雇用者266人｡
(17) 大森真紀氏は, 育介休法の改正について, ｢育児休業が優先され, 介
護休業はそのついでにやむをえず手直ししたとしかみえない｣ と指摘する












護を前提とするものだからである｡ 第一に, 考えるべきは, 介護の内容で






介護という場合, 多くの人は, 衣食住の世話や見守りなど, 体等を使っ
て介護労働を行うことを想定するであろう｡ 本稿も, これまで, 主に介護
労働を指して, ｢介護｣ の語を使ってきた｡ しかし, 介護の内容は, それ


























る｡ 1997年に成立した (施行は2000年) 介護保険法により, 介護サービ
ス等を行う事業所が多く設けられ, 家族以外の者が介護に関わるケースが
増えた｡ これら事業所は, 介護福祉士や介護ヘルパー等により介護労働の
提供を行い, その費用も, 介護保険を利用することができる｡ 介護方針の
決定も, ケアマネージャーなどがケアプランを提供する体制が用意されて
いる｡ ただ, そうした介護保険制度を利用するためには, 窓口等に相談し,
情報を収集し, 事業所を選定し, 契約する等の作業が必要である｡ この作
業を要介護者本人が行っている限り介護ではない｡ しかし, 要介護者には,
認知症などでその作業ができない者が多い｡ その場合, 誰かが, 代わって
行うことになり, 相談や契約等も介護の一内容となる｡ つまり, 介護が社
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(19) 上野雅和 ｢介護と家族法｣ 『介護と家族［新装版]』 (2005年12月 早
稲田大学出版会) 95頁｡
(20) 上野千鶴子 『ケアの社会学』 (2011年８月 太田出版) 100頁｡ もっと
も, 17世紀半ばまでは, 階層や地域による差はあるが, 家族とは親族や使
用人も含む大規模なものが一般的であったし, 江戸時代は, 使用人が介護
労働を提供することが少なくなかった｡ 嫁を中心とする家族内の女性が介
護を担うようになっていくのは, 近代以降である｡ また, 多くの庶民層で
は, 嫁も生産労働に忙殺され, 介護まで手が回らないのが実情であった
(柳谷慶子 ｢日本近世の高齢者介護と家族｣ 『介護と家族 [新装版]』 (2005
年12月 早稲田大学出版会) 172，173，195～197頁, 春日井典子 『介護ラ
イフスタイルの社会学』 (2014年10月 世界思想社) 28～30頁)｡
でも家族介護を当たり前と考える風潮はある｡ 一方, 介護保険法は, ｢国












｢平成24年度 (2012年度) 団塊の世代の意識に関する調査｣ (内閣府) で
ある｡ この調査によると ｢要介護となった場合に希望する介護者｣ (ここ
でいう介護者とは, 介護労働の提供者であろう｡) として ｢子どもの配偶
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(21) 森真弘, 野村晋 ｢介護保険制度と高齢者ケア｣ ジュリスト№1389
(2009年11月) 20, 30頁｡
ある｡
では, 介護者の立場からはどうか｡ 第２の１で, 働く家族介護者には,
｢自分の時間を持てない｣ ｢介護疲労｣ といった負担があると述べたが, 働
いていなくても, 要介護度が重くなれば, 家族介護者の負担は大きくなる｡











｣ という｡ 家族介護の場合, 介護方針の






う｡) を受けたいという願望を ｢家族から介護を受ける権利｣ と呼び, こ
れは, 自然権的なもので, 介護を通じて家族と交流を持つという意味で憲
法13条の幸福追求権の一つとして位置づけることもできなくはないとい
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(22) 厚労省 ｢平成25年度高齢者虐待の防止, 高齢者の養護者に対する支援
等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果｣
(23) 加藤伸司, 矢吹知之／編 『家族が高齢者虐待をしてしまうとき』 (2012
年 ワールドプランニング) 86頁｡
(24) (独)労働政策研究・研修機構 資料シリーズ№118 ｢男性の育児・介
護と働き方―今後の研究のための論点整理―｣ 平成25年５月｡
めに, 家族には ｢介護をする権利｣ が認められるとする｡ これも, 同様に
自然権のようなもので, 幸福追求権の一つとして位置づけることができな





う｡ しかし, これらを権利として捉え, できるだけ要介護者と介護者の意
思が尊重された介護労働の提供がなされるべきである｡
なお, 民法の扶養義務規定 (詳細は次頁参照) には, 引取扶養という方
法もある
(26)
｡ しかし, 要介護者の場合, 引き取った後, 自ら介護労働の提供
をするだけではなく, 介護制度利用手続をすることも含んでいるのではな
いだろうか｡ 配偶者については, 同居協力義務はあるが, その実効性につ
いては, 介護する側が高齢者の場合, 体力的な負担や介護能力の問題があ
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(25) 山脇貞司 ｢家族介護問題と法政策｣ 『介護と家族 [新装版]』 (2005年
12月 早稲田大学出版会) 66，67頁｡
(26) 二宮周平 『家族法第４版』 (2013年11月 新世社) 252頁｡




家族が負担することについては, 法に規定がある｡ 民法には, 夫婦の協力
扶助義務 (725条), 婚姻費用の分担 (760条), 直系血族及び同居の親族











らないことになる｡ だが, 親や兄弟姉妹の介護費用のために労働 (以下,











東海事故事件】(名古屋高判平成26. 4. 24 (原審：名古屋地判平成25. 8. 9))
論
説
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 89(563)
(29) 二宮周平 (前掲書26) 251, 252頁｡
(30) 二宮周平 (前掲書26) 248頁｡
である｡ この裁判は, 徘徊癖のある高齢者が列車事故を起こしたことにつ
き, 妻と子らにその責任が問われたものである｡ 控訴審判決では, 妻につ
いて民法752条を根拠に民法714条の責任無能力者の監督者責任が認めら










いてのみ認められると考える｡ (もっとも, この義務が, 法的強制になじ
まないのは, 介護労働の提供と同様である｡ また, ＪＲ東海事故事件控訴
審判決のように, 民法714条の監督者責任まで認めるべきかについては,
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き者は, 家族であった｡ これは ｢家族｣ という性や家族内の立場を無視し
た言い方になっているが, 想定されたのは, 介護労働を行うのは妻や嫁で
あり, 介護費用を稼ぐのは夫や息子であった｡ 介護方針は, その家族内で
負担できる介護労働と介護費用の限度によって決まっていたといえる｡
(さて, 介護の内容のうち, 介護費用の負担は労働を必要とするものであ
り, 性質を異にするため, ここから後は, 介護費用の負担を除いた範囲で
｢介護｣ の語を使うことにする｡)｡ 現在でも, 主に, 介護を女性, 仕事を
男性という分業体制をとる家族は珍しくなく, 家族介護者には女性が多い｡
しかし, こうした性別による分業があるべき姿でないことは, 男女共同
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(31) 厚生省昭和53年版 (1978年版) 厚生白書には ｢家族介護は社会福祉の
含み資産｣ との文言がある｡








も, 介護制度が, ニーズに追いつかない状況は予想できる｡ 高齢化が進む
中で, 要介護状態になる高齢者の数は増加し続けることは想像に難くない｡
介護制度が整っていない場合, 家族はその追いついていない部分を担わざ
るをえない｡ これは義務ではないと考えるが, 多くの人は, 要介護者の家
族を放置してはおけないだろう｡ その理由は, 家族としての愛情でもあれ
ば, 責任感でもあると思われる (どちらもという場合が一番多いのではな
いか｡)｡ この家族が有する責任感や愛情は, 働くうえでも, 尊重され保護
されるべきものである｡
そこで必要となるのが, 介護と仕事をバランスよく行うことである｡ そ
のためには, 家族のひとりひとりが介護も仕事もやる, または, 家族の誰
かがある時期は介護に専念するがその後は仕事に戻るというような家族像,
労働者像が求められる｡ 誰もがいつか要介護者になり, その期間は長期に
わたる可能性の高い時代である｡ 家族生活のどこかで, そして, 職業人生
のどこかで家族の介護に直面するのは家族員として, また労働者として一



















92(566) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(33) (公)介護労働安定センター ｢平成25年度 介護労働実態調査｣｡
第４ 育児介護休業法の検討
現行法において, 介護をしながら働ける制度を定めているのは, 育児介
護休業法 (以下 ｢育介休法｣ という｡) である｡ 労働者が, 家族の介護に
ついて, 権利を行使し, また, 義務や責任を果たすためには, 同法の立法
的充実及び適切な解釈が不可欠である｡ そこで, 以下, 育介休法について






く介護は, 労働法上の ｢家族的責任｣ に当たる｡ 家族的責任は,ＩＬＯ ｢家
族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関する条約 (156号
条約)｣ で用いられている family responsibilities の日本語訳である｡ 同条
約にいう ｢家族的責任｣ の介護についての定義は, ｢介護又は援助が明ら
かに必要な他の近親の家族に対する責任｣ (１条の１, ２) となっており,
家族的責任を有する労働者が ｢差別を受けることなく, また, できる限り
職業上の責任と家族的責任との間に抵触が生じることなく職業に従事する
権利を行使すること｣ を加盟国の政策目的として定めている (３条)｡ わ
が国は, 同条約の批准と合わせて, 育児休業法を改正して, 介護休業等を
法制度化した｡ よってこれらの制度を利用することは, 労働者の権利であ
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２つめのポイントは, 育介休法の対象となる労働者は決して特定の労働
者ではないということである｡ 介護休業等の制度創設時は, 対象として念
頭に置かれていたのは, 女性労働者であった｡ それは, 介護休業等の制度
の検討を, 労働省の婦人少年問題審議会婦人部会に依頼していることから
わかる｡ 当時, 現実に介護と仕事のバランスで困っていたのは女性労働者
がほとんどであったから, 介護の問題は女性の問題であった｡ だが, 現在,
男性の家族介護者も増えつつあり, 親の介護の担い手は性を問わない実子
へと変わっている｡ 前述したように, 家族の介護は, 労働者として一般的
な問題となりつつある｡
３つめのポイントは, ２つめとも関連するが, 介護と仕事のバランスの
内容である｡ 育介休法は, その ｢目的｣ (１条) のうちに ｢職業生活と家
庭生活との両立に寄与することを通じて, これらの者の福祉の増進を図｣





























94(568) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
よる賃金や社会参加, 生きがいなどとのバランスもまた, 検討されねばな








まず, 介護休業について検討する｡ 介護休業は, 要介護者１人につき,
要介護状態に至るごとに１回, 通算93日限度と定められている (２条２
号項, 15条)｡ 同法に言う要介護者とは, ２週間以上の常時介護を必要と
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(34) 関ふ佐子 ｢介護休業法｣ 日本労働法学会誌86号 (1995年) 155, 156頁
もっとも, ３か月では必要な介護ができず, 結局離職する労働者が多いの
ではないかという意見も出ており, 新進党案は１年間であった｡ 現に, 当
時の介護離職者は約８万1000人, そのうち７万3000人が女性であった｡
(35) 第132回国会衆議院本会議1995 (平成７) 年３月24日浜本万三労働大
臣発言｡









このうち, ②の ｢介護の長期的方針を決める期間｣ という点は, 介護制
度利用の準備期間ともいえ, 要介護状態が安定しているのであれば, 現行
の93日間は概ね適当である｡ 制度創設時より現在の方が, 介護保険法に
よって介護制度は充実している｡ しかし, 別の変化もある｡ 以前は, 介護
負担の重い状態の代表は, 脳卒中等による寝たきりであった (第２の１
の表２でも, 1995年国民生活基礎調査で項目とされたのは ｢寝たきり者


























96(570) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
臣発言｡
(37) 婦人少年協会 長寿社会における女子労働者等福祉に関する調査研究
会 ｢老親介護に関する労働者福祉施策のあり方について｣ 中間報告 (1989
年)｡
(38) 第132回国会衆議院本会議1995 (平成７) 年３月24日浜本万三労働大
臣発言｡






れている｡ しかし, 現在は家族の人数が減り, 介護制度の利用待ちの間を,
複数で分担して乗り切ることは難しくなっている｡ 家族的責任を果たすの
に93日間では足りない場合は少くないのではないか｡
では, 労働者が自ら介護労働を希望する場合, つまり, 要介護者と介護
者双方の希望により家族介護を選ぶ場合, 93日間は妥当であろうか｡ 労
働者の意思を最大限尊重するのであれば, 要介護期間の全期間の介護休業
を認めることになろう｡ しかし, それは, 見通しの立たない介護が多い状
況で, 使用者側の負担が大きすぎるし, 他の労働者にも不安定な状況を強






次に, 介護休暇及び短時間勤務について検討する｡ 介護休暇は, 要介護
者１人の場合, １年間に通算５日限度, 要介護者２人以上の場合, １年間
に通算10日限度で取得できる１日単位の休暇である (16条の５)｡ 2009年
の法改正で新設された制度で, １日単位で取得でき, 毎年取得できるとこ
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(39) 沖藤典子 『介護休業でいい仕事いい介護』 (1999年９月 ミネルヴァ
書房) 155頁｡
務は, フレックスタイム, 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ, 介護サービ
ス費の助成その他これに準ずる措置と同様そのいずれかの設置を使用者に













は, 既に述べたとおりである｡ 介護休業等の制度が, 労働者の権利として
機能していない実態がある｡ 制度の充実と共に実効性の確保が重要である｡
実効性の確保は, 次項で述べる法解釈に依るところもあるが, 制度的な配




















98(572) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(40) 稲森公嘉 ｢超高齢社会の日本における介護をめぐる法制度の現状と課
題｣ 日本労働研究雑誌№658 (2015年５月) 12，13頁｡










止 育介休法10条・16条) が, それ以外の不利益も許されるものではな
い｡ これについて, 育介休法では, 介護休業等取得を理由とする不利益取
扱いの禁止を定めている (10条・16条, 16条の４・16条の７・16条の９・
18条の２・20条の２・23条の２)｡ 不利益取扱いは, それ自体が労働者の
権利を侵害するものであり, また, それによって, 制度の実効性を妨げる








法で認められた休暇や休業等の制度利用 (以下 ｢制度利用｣ という｡)
による不就労を賃金の不支給 (又は減額) 要件とする扱いの違法性につき,
判例は, 以前から, その不支給 (又は減額) 等の扱いが ｢法が保障した権
利を抑制し, その権利の趣旨を実質的に失わせるか｣ を判断基準 (この基
準を ｢抑制機能基準｣ と呼ぶことにする｡) としている｡ 抑制機能基準が
論
説
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 99(573)
明確に示されたのは,【日本シェーリング事件】(最一小平成元. 12. 14 民
集43巻12号1895頁) である｡ 同事件は, 昇給の要件として前年の出勤率
が80％以上であることを定める労働協約について, その算定方法として,












しかし, 裁判所は, その後の判例において, 休業等を取得した者の賃金
等の算定方法等を示すようになっている｡ 初期のものは【東朋学園事件】
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(42) 賞与制度は, ほとんどの企業でみられ, 金額は, 年間賃金の４分の１
ほどにもなる｡ 一般に, 賃金後払的性格, 生活補償金的性格, 功労報償的
性格, 収益分配的性格, 将来の労働意欲を向上させる勤労奨励的性格があ
るとされている (藤原稔弘 ｢賃金｣ 『アクチュアル労働法』 (2014年４月
法律文化社) 134頁)｡
対応する金額で賞与が発生しないという限度にとどまる結果は (ノーワー
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 公正評価基準と均衡評価基準─成果給と職能給




27 労判1042号15頁) である｡ 年俸制は, ｢前年度の業績や組織への貢献度
を基準に１年単位で賃金を決定するやり方
(43)
｣ である｡ 労働者は, 産休と育
休を取得したところ, 査定期間のうち働いていた３カ月に見るべき成果を
上げておらず, 繁忙期も産休により経験していないとの理由で成果報酬を











がある｡ 制度利用をした場合の評価方法として, 最低限, 満たすべきは,
やはり制度の趣旨に照らして公正であるか, (これを ｢公正評価基準｣ と
よぶことにする｡) 制度を利用しなかった場合や利用していない労働者と
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(43) 奥林康司 『入門 人的資源管理』 (2003年５月 中央経済社) 173頁｡







｣ である｡ 職能給の昇給は, ｢経験









されたものである (評価期間は１年間で, 昇給は年に１回である｡ また,
使用者である病院には ｢育児休業中は本人給のみの昇給とする｣ との規定
がある｡)｡ これに対し, 高裁は ｢１年の４分の１にすぎない休業により評
価対象から除外することは, 休暇期間中の不就労の限度を超えて育休取得
者に不利益を課すものであって, 無視できない経済的不利益を与えるもの
である｡｣ と判断した｡ 使用者は, ３カ月の不就労があれば ｢能力向上を
期待できない｣ とみなす扱いをしているが, それはつまり, 働いた期間が
９カ月以下であれば, 昇給に値するだけの能力向上は期待できないという
見解によるのであろう｡ それに対し, 高裁は, １年分の昇給を認めている
ので, 不就労が評価期間の４分の１なら, 評価はできるはず (昇給に値す
るだけの能力向上は期待できるはず) と判断したといえる｡ しかし, これ
が２分の１であった場合はどうか｡ また, ４分の３が不就労であった場合
はどうか｡ 能力評価を経験年数 (日数) に依存することが評価方法として
論
説
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 103(577)
(45) 奥林康司 (前掲書43) 166頁｡
(46) 奥林康司 (前掲書43) 168頁｡
妥当であるかは後述するように問題もあるが, 経験年数は客観的で, 多く




なお, 昇給については, こうした方法でも解決できない問題がある｡ こ
こで控除された金額分は, その後, 同期の職員の賃金額との差 (または昇









る｡ しかし, 制度利用に伴う不利益の問題は, 昇格についても起こる｡ 先
の【医療法人稲門会事件】は, 昇格についても争った事案である｡ 同事件
における昇格試験の受験要件は, 一定の評価を, 定められた年数 (標準年
































協同組合事件】(最一小平成26. 10. 23 労判1100号５頁) は, 労働基準法65
条３項により妊娠のため軽易な業務への転換がなされた労働者が, これに
伴って副主任から降格され, 産休育休を経て職務復帰した後も, 副主任へ
の復帰がなされなかった事案である｡ 最高裁は, 男女雇用機会均等法 (以
























重視して, 降格を選択する労働者もいるであろう｡ ただ, 使用者は介護と
バランスがとれるよう, 役職つきの業務についても検討する配慮が求めら




る参考情報 (Ｑ＆Ａ等) として, 原則として妊娠・出産, 育休等の事由の
終了から ｢１年以内｣ に不利益取扱いがなされた場合等は, これを契機と
していると判断され, 法違反に当たることなどを示して, 注意喚起してい




















106(580) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(47) 長谷川珠子 ｢妊娠中の軽易業務への転換を契機とした降格の違法性｣
法学教室413号 (2014年) 38頁, 富永晃一 ｢妊娠中の軽易業務転換を契機
















なっているといえる｡ しかし, 労働法のテーマとしては, 産前産後休業,
育児休業や年次休暇に比べ, 検討がなされていない｡ 休業, 休暇, 短時間
勤務といった制度は, 同じような制度が他にもあるが, 利用する労働者の
抱える問題は, 介護には介護ならではのものがあるだろう｡ そうした問題
を捉え, 分析し, 労働法としての解決を探ることが, 介護と仕事のバラン
スのために必要である｡




また, 休業や短時間労働は, 労働力のマイナスであるが, 全てがマイナス
論
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法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 107(581)























108(582) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
論説
The Way of Labor Legislation to the Family :
mainly care of the elderly
Junko HASEGAWA
In recent years, work-life balance has become one of the important issues
of labor law, one of them is a balance between care of the elderly and work.
Against the background of changes in the care the amount of increase and
family, case workers becomes the family caregivers, it has occurred very
much. Along with it, it has increased turnover caused by long-term care and
the double burden of work.
The contents of the care is divided into, the determination of long-term
care policy, the provision of care workers, the burden of care costs and long-
term care system use procedure. Among them, is desirable for families do,
it is the determination of care policies and (collaboration with experts) care
system use procedures. These are intended to be referred to as family
responsibilities in labor law. In addition, the family has the right to care.
Therefore, the system of care leave etc. by Family and Medical Leave Act is
a workers’ rights. It as a basic, there is a need for legislative enhancement
and appropriate legal interpretation.
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 109(583)
